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Abstract
One year has passed since a massive Earthquake and Tsunami devastated Tohoku and its Pacific 
coastline.　A number of cultural heritages were stricken by the disasters.  It is reported that ７４４ 
important national and public cultural assets were damaged, but this number exclude that of 
undesignated properties and also those in off-limits area caused by the nuclear accident of the 
Fukushima Atomic Power Plant.
Japan has been experienced in the rescue and renovation of cultural properties since the strong 
earthquake that occurred in Hanshin Awaji area.　Consequently the government and nonofficial 
organization set up the rescue operation for properties.　They institute two important comments.　
One is to carry on with research of properties in regions as usual.　Second is to accumulate data 
and to make them public.　These data should be kept under strict surveillance in separate areas in 
Japan.
These experiences and actual results of concerning the rescue of properties in the affected areas 
will correspond with the idea of the Hague Convention.
We, Japanese have to rebuild the disaster-stricken area through rescue and preservation of the 
damaged cultural properties.
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要　旨
東日本大震災から一年余経過し、被災文化財の状況が解明されてきた。国指定および選定、県指定、
登録されている文化財の被災状況は７４４件であった。これは、未指定文化財と東京電力福島第一原子力
発電所の事故による立ち入り制限の文化財をのぞくものである。また、地形の変化による遺跡などへの
影響についてはまだ解明されていない。
１９９５年の阪神淡路大震災の被災文化財の調査と修復の経験は、東日本大震災で文化財レスキュー事業、
文化財ドクター派遣事業などとして施行された。行政と民間のレスキューは阪神・淡路大震災の経験を
いかし、流出した多くの古文書、資料、民俗文化財などを救出した。しかしこれまでとは比較にならな
い震災の規模で、多くの文化財を失った。この経験は、平時の文化財所有調査を継続して行っていくこ
と、データ化しそれを多くの機関に保管することなどとして提起されている。
東日本大震災被災文化財の救出と保存についての一考察
―ハーグ条約とブルーシールドに基づく方法論のために―
は じ め に
平成２３年（２０１１年）３月１１日、東北地方太平
洋岸の大地震は巨大津波を誘発した。その後、
東京電力福島第一原子力発電所事故が発生した。
地震・津波・原発事故が同時期に起こったこと
による被害は未曾有の被災者、被災地、死者を
だした。
TV の映像から流れる被災地の状況は見る側
の想像力をはるかに超えたものであった。その
後、多くの被災事実と被災状況を知ることになっ
たが、それは多くの地域の人々にとって貴重な
文化財が同時に消失したことをも意味した。
本稿は東北地方太平洋沿岸地震と津波による
被災した文化財の状況を概観し、文化行政とし
ての「文化財レスキュー事業」および「ブルー
シールド活動」を考察することで今後の予期せ
ぬ震災に対する文化財保護について考える。ハー
グ条約「武力紛争の際の文化財の保護に関する
条約」は、１９５４年第二次世界大戦での文化財・
遺産の破壊の経験から採択されたものである。
その後、世界はテロ、民族内戦など紛争の形態
が変わり、ハーグ条約の追加採択がなされた。
条約の中では大火・大地震・自然災害での文化
財の救出についてもより活動的、組織的に明確
化された。東日本大震災での被災文化財の救出
の事例研究、報告は世界の今後の被災文化財救
出活動について重要な提示が可能である。また、
非震災時に、震災地域をのがれた多くの日本各
地の震災に備えた文化財保存の方法を考察する
目的でもある。
東日本大震災による文化財被害の状況
震災による文化財の被害について、文化庁は
国指定、選定、登録文化財の被害は７４４件と発
表した。また、被害のあった博物館は２３６館で
あり、この他、報告が得られていない文化財お
よび指定されていない文化財の被害の数は多く
把握できていない。
日本の文化財保護法に基づく国宝は５件、重
要文化財は１６０件、このうち重要有形文化財建
造物は１３８件、特別史跡・史跡は９６件、特別名勝・
名勝は２２件、天然記念物は１６件、重要伝統的建
造物群選定は６件、重要有形民俗文化財は４件、
重要無形民俗文化財は３件、重要文化的景観は
１件であった。この他、国の登録文化財は４４１
件で、合計７７４件に達していた。文化財被害の
形態は、指定文化財である建造物の倒壊、毀損、
地割れや石垣や建造物の崩壊、天然記念物の流
失や指定地の被害による地形変化など、文化財
の種類や立地条件、津波の襲来密度などさまざ
まな被害が続出した。その上、東京電力福島第
一原子力発電所の事故による放射能問題で立ち
入り制限地域の文化財被害についての実態はま
だ把握できていない状況である１）。
このうち、特に重要文化財である建造物の被
害数は多く、東北地方を中心に関東、山梨、三
重、高知までその被害範囲は広がっている。県
別では、岩手県６９件、宮城県９０件、福島県７７件、
茨城県１８４件、栃木県８８件、群馬県６１件、埼玉
県２５件、東京都４９件など東北地方のみならず、
太平洋沖に発生した地震の影響で茨城県が突出
して多いこと、群馬県・栃木県など北関東の被
害数も忘れてはならない。
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この経験と蓄積は、ハーグ条約で文化財を尊重し、緊急時の文化財保存の定義に通じるものである。
世界の紛争、テロ、自然災害などに対処するためハーグ条約第二議定書が採択された。日本は平成１９年
（２００７年）に締約した。条約で重視しているのは平時の文化財保存、緊急避難の準備などである。東日
本大震災の被災文化財救出の経験は、ハーグ条約に合致し、世界の指針となり、継続して実行すること
が被災地の復興にもつながるのである。
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東北地方は、祭礼儀式、お祭り、民俗芸能な
ど地域を中心として伝統的民俗芸能などが津波
の前から盛んな地域であった。祭礼儀式や芸能
に使用する装束、楽器など一瞬にして流され散
逸した。上記のような建造物、特別名勝などと
違い、無形民俗文化財は担い手が必要であり、
今回の東北地方の津波による被害は舞い手であ
る人々の死を伴う悲劇でもあった。また、芸能、
祭りの単位である村・町・コミュニティの崩壊
と放射能被害による故郷を離れなければならな
いなどの理由により被害の質は複雑で深刻であ
る。
史跡についての被害としては、地震による地
面の亀裂、城郭の石垣の崩落、貝塚の亀裂や破
損、樹木の倒壊、津波による瓦礫の集積、墓の
倒壊などの形態がある。例えば、宮城県仙台市
仙台城跡、福島県会津若松市若松城跡、福島県
白河市小峰城跡、東京都江戸城跡などの石垣の
崩落被害があった。水戸徳川家墓所の石垣も崩
落した２）。
史跡被害については、地表の亀裂が地下での
影響の程度がわからない点や、今後どのような
形で亀裂などが進み、遺構に影響がでるのかわ
からない点など深刻である。
一方特別名勝松島は松尾芭蕉の歌で有名な場
所である。塩竃市、松島市、松島町、七ヶ浜町、
利府町におよぶ海域をふくむ広域が景勝地とさ
れていた。津波の被害は広範囲に及び、漁業、
農業を生業としていた人々ともに地域が被災し
たことになる。人々は、より高台への移転を計
画しており、地域の人々が生活してきた生業の
場が失われたことで名勝の意味が失われたこと
になる。
被災でも一本だけ残った陸前高田の松は、７
万本のうち一本でも残ったということで、被災
地の人々に少しでも明るいニュースであった。
この松に対して塩害防除の作業をし、倒木にな
るのを防ぐためワイヤーで補助したりなどの努
力があったが、根腐れが原因と思われているが
枯れてしまった３）。
重要伝統的建造物群（保存地区）の被害は、
岩手県の金ケ崎町城内諏訪小路、秋田県の仙北
市角舘、福島県の下郷町大内宿、茨城県の桜川
市真壁、埼玉県川越市川越、千葉県香取市佐原
が被害をうけた。これらの被害は壁の亀裂、瓦
の落下、土蔵の倒壊、壁の剥落、護岸の崩壊な
どであった４）。
文化財保護法に１９７５年に追加された伝統的建
造物群は、これまでの点としての建造物の指定、
保存から面としての広がりを保存していこうと
するものであった。１９６４年の東京オリンピック
を筆頭に、列島改造論による経済開発重視の余
波はこれまで日本の社会を荷ってきた生業と居
住を中心としていた村落を古きものとして孤立
させた。
文化財保護法で保護されている伝統的建造物
群は、その後、地域活性化、町づくりの新しい
文化財の活用として地域振興に欠かせない地域
となってきた。ここには人々の生活があり、人々
は地域で暮らしている。日本の文化財保護法で
は、伝統的建造物群保存地区の建造物の修復や
防災、防犯、地域の案内と活性化には補助金が
でる制度になっている。また、伝統的建造物を
所有する人々の税制優遇措置も整えられている。
これらの制度は、伝統的建造物と保存地区にす
ることを保障し、いっぽうでは維持することも
求められている。
東日本大震災による被災は、被災した建造物
に居住する人々の不安と、その地域のこれまで
の活気を失ったことは否めない。なぜなら、そ
こは生活していた場所であり、建造物、生産場
所、交流場所、先祖からの生死の歴史場所が面
として被災してしまったからである。生活拠点
を失った場合は、最初から作り出すような長い
時間を覚悟せねばならず、単体の文化財を修復
するのとは違う、地域そのものを作ることを必
要とするからである。したがって、伝統的建造
物群保存地区の復興は将来の生活基盤作りをみ
すえた地域づくりおよび町づくりの中で長い時
間をかけてとりくまなければならない側面があ
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文化庁に報告されている登録文化財の被災数
は４８０件である。登録文化財制度は、建設後５０
年を経過し、国土の歴史的景観に寄与している
こと、造型の規範となっていること、再現する
ことが難しいことのどれかに基準があえば、こ
れを登録しておく制度である。これは、建造物
の全体ではなく、上の３つを象徴するようなト
ンネル、ダム、サイロ、塀、櫓など一部であっ
てもすでに滅失していることや、今後つくられ
ることがないような物件を登録できる制度であ
る。
登録文化財制度の中には修理費用、固定資産
税、地価税など優遇措置が盛り込まれており、
当初２５,０００物件を登録目標とし、年々登録文化
財は増加しており、２０１１年現在８,５２５件が登録さ
れている。
登録されている物件が多いこともあり、登録
文化財の被災数は多かった。東日本大震災の被
災した登録物件は、全登録物件２,５９７物件のうち
４８０件で約２０％が被災した。このうち被害が多かっ
た青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、
福島県、茨城県、栃木県、群馬県をあわせると
被災物件のうち８５％をしめた５）。
復興予算について
政府は被災文化財復旧事業に対して平成２３年
度は第三次補正予算として３２億円、平成２４年度
予算に１９億円を計上し、補助を行っている。ま
た、国指定など文化財の災害復旧に関する国庫
補助金の補助率は災害復旧補助率加算が認めら
れている災害復旧事業には通常５０％から２０％の
加算が行われるようになっている。
これにより、重要文化財建造物、不動明王坐
像・美術工芸品、仙台城跡・史跡、雄勝法印神
楽・重要無形民俗文化財、桜川市真壁伝統的建
造物群保存地区などの７４件の補助事業を決定し、
行っている６）。
東日本大震災に対しては海外および国内から
多くの寄付金が送られてきた。これらの貴重な
寄付金は様々な事業活動に使用されている。文
化財については、主に文化庁が中心となり、被
災文化財の救援と修復のための寄付を開始して
いる。また、企業や一般からの寄付を募り文化
財修復に使い、ニューヨークに拠点を置くワー
ルド・モニュメント財団では「東日本大震災文
化財復旧支援事業」として寄付を募り、文化財
保護に対して国際支援を行っている。
このように文化財復旧とこれに基づく地域の
復興への人々の寄付は文化財に特化した明確な
支援活動として評価できる。一方、被災数が多
く、すべての文化財が早急にこの対象になるこ
とができないことも懸念される点である。
文化財レスキューについて
文化財レスキューとは、東北地方太平洋沖地
震被災文化財を、文字どおり救出、救援するこ
とである。救出・救援とは、流出した文化財を
一時避難をさせることも含む。国の事業であり、
東京文化財研究所を事務局とし、文化庁、被災
地各県教育委員会、被災地各市町村教育委員会
などと連携しながら行っている。
協力団体には、美術館、博物館、国立国会図
書館、科学博物館、全国大学博物館学講座協議
会、大学などが協力を行うものである。また、
この協力団体の参加には様々な支援活動をおこ
なう団体が協力している７）。
１９９５年１月１７日の阪神・淡路大地震発生後、
航空写真から被災地の状況が届いたとき、この
航空写真からどこの文化財が被災しているのか
わかると考えた。しかし、神戸市は文化財のす
べての詳細な調査をしていなかったため、国指
定、県指定などの文化財以外どこにどのような
文化財があるのかまったくわからなかったとい
う現状と経験があった。
そこでまずは文化財レスキューを実施するこ
とになり、阪神・淡路大震災の一ヵ月後、毎日
新聞が「文化財レスキュー」という言葉を使い、
それ以後、文化財レスキューという言葉や概念
が定着していった。（三輪嘉六［２０１２：９２］）阪
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神・淡路大震災の文化財レスキューは、まず文
化財のレスキューに対する要請をうけながら被
災した文化財をどうにかしたいという思いの人々
が活動を始めたというのが被災地での文化財救
出の組織的活動の始まりであった。
この思いのある人々が始めた活動は当初から
２つの方向をきめていた。一つは文化財を救済
すること。他の一つは救済したあと保管するが
応急処置をすることであった。一方、文化財の
救済をする思いの人々、作業をする人々は腕に
黄色い腕章を巻いた。（文化財修復学会［２０１２：
１３］）つまり、文化財についての知識があると
いう身分を表す意味があったということである。
この明確な印を身につけるというのは大切なこ
とだと考える。例えば、東日本大震災後に一時
避難している家には泥棒が入ったニュースを多
く聞いている。震災後の不安と混乱の中で身分
をきちんと示すことは被災地と被災者にたいし
て安心感と信頼を与えるものと考えるからであ
る。
東日本大震災後の被災地にはいり、ボランティ
アの対応や配置、被災者の希望や要求に真摯に
答え、対応、対処していた社会福祉協議会のス
タッフは、赤十字のように人目でわかる目印が
必要ではないかという経験による現場の意見が
あった８）。この点、印を付け身分を明確にする
点では、阪神・淡路大震災の時から現場の混乱
と不安を和らげ、作業効率を考えていたといえ
よう。
その後、三輪や文化財修復学会などの文化財
レスキュー活動は、１９９９年台湾の中部大地震で
は台湾国立文化財研究所から要請をうけ活動を
行った。また、２００４年新潟中越地震にも活動し、
２００７年能登半島地震でも活動した。これほどの
経験と実績のある文化財レスキュー隊でも、２０１１
年の東日本大震災で起こった津波は想定してい
なかったというのだ。つまり、地震などによる
被災文化財が海水に浸され、海水をかぶった被
災文化財とどう対応するのかという新しい問題
でもあった。その上、東京電力福島第一原子力
発電所の事故による放射能の影響が今後被災文
化財にどのように影響するのか、また、立ち入
り制限されている地域の被災文化財の現状をど
うするのかなど先駆的に文化財レスキュー活動
を行ってきた文化財レスキュー隊でさえわから
ないのである。
三輪たちが東日本大震災の経験から強く主張
しているのは、悉皆調査である。（文化財修復
学会［２０１２：２２］）これは、文化財レスキュー
活動を行う際に、どこにどのような文化財が存
在するのかがわからなかったという経験による。
したがって、悉皆調査を詳細にくりかえし行う
ことしか危機管理することができないという主
張であった。国の重要文化財、県の文化財に指
定されている文化財についてはリスト化されて
いるものの、行政単位が小さくなるほど、文化
財の存在や分布がわからないという意味であり
非常に重要な指摘だと考える。
宮城歴史資料保全ネットワークから学べること
宮城歴史資料保全ネットワーク（以下歴史資
料保全ネットワーク）は、東日本大震災後いち
はやく活動を開始した。この歴史資料保全ネッ
トワークが、前述した国や三輪たち文化財レス
キュー隊と違うプラス面は、地元の文化財の存
在を知り尽くしていたという点である。
これは歴史資料保全ネットワークの東日本大
震災までの経験の蓄積があったことによる。歴
史資料保全ネットワークは２００３年宮城県北部の
直下型地震、宮城県河南町（現在石巻市）、矢
本町（現東松島市）、鳴瀬町（現東松島市）、南
郷町（現美里町）鹿島台町（現大崎市）にはい
り、１９２軒の家々を調査し、多くの歴史資料を
救出したのがレスキュー活動の始めであるとし
ている。
被災した歴史資料がどこにあるのかを、すで
に刊行されている文化財関係書籍や報告書をあ
たって調べ、３ヶ月半かかったというのである。
この経験が後にデータベースの必要性の主張と
データベースの実現化に結びついたことである。
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２００７年 NPO 法人となり、２００８年に宮城内陸
地震を経験することになった。この歴史資料保
全ネットワークの活動として評価するのは、す
ぐに現地入りして、被災した資料のレスキュー
を行っていることである。このときすでに、４２５
軒の家々の文化財資料の所在調査を行っている
ことである。
歴史資料保全ネットワークのユニークな活動
で示唆に富む点は以下の活動である。
ゾーン調査：地域ごとにゾーニングして悉皆調
査をする
文献に基づいた第一次所在リスト
を作成後、所蔵当主の代替り、事
情調査ゾーン調査で重要で評価で
きるのは現地での所在確認をして
いる点である。
一軒型調査：各家や会社など一つ一つの単位ご
とにすべての古文書、歴史資料な
どを写真撮影する。文化財の良し
悪しで判断せず写真撮影はすべて
行う点が最も重要であると考える。
古文書返却事業：過去に大学の研究者が借りた
古文書を返却するという活動
である。これは、この歴史資
料保全ネットワークに直接関
係ない大学の研究者が所蔵し
てしまっているものを返すこ
とも含め、地元の信頼をと
りもどそうとする地道な活
動である。（文化財修復学会
［２０１２：２８］）
歴史資料保全ネットワークの最大の特徴は、
指定されていない資料、未指定の文化財を徹底
して調査する点である。これは並大抵な活動で
はなく、地元に根ざした貴重な活動であるがゆ
えにできる成果といえる。
こうして地道な活動で得られた文化財の情報
は、『歴史資料写真集』として宮城県文化財課、
東北歴史博物館、地元行政にも配布し、公開し、
利用してもらっている点である。これにより行
政・地方公共団体・国による指定以外の文化財
の存在がデータ化され、多くの人に利用される
ことで、例えば災害に備えた危機管理としても
利用できる点が非常に参考になる点である。
地元と密着した活動をしていた歴史資料保全
ネットワークが東日本大震災で、これまでとは
違う経験をした。それは、ガソリン不足で被災
地に入れなかったことである。一方、電話の復
旧は早く、航空写真での被災地の航空写真が１
週間後には公開されたことであると当時の様子
を述べている。これまでの歴史資料保全ネット
ワークが地域密着で行ってきた被災地の文化財
レスキュー活動が役立ったのは、航空写真とこ
れまでの調査で培った文化財所有する家屋の照
合が容易に行えたことであった。つまり、以前
調査していた家々と航空写真を比べて、家の倒
壊、流失などの確認が早い段階でできたことで
あった。
歴史資料保全ネットワークのレスキュー活動
について、資料を保管していた土蔵自体が流出
し、１２,０００点が消失したこと、また、土蔵が残
りダンボール箱５０箱の資料をレスキューできた
ことなどが報告されている。宮城県北部、宮城
県内陸地震の被災文化財救出の経験からさらに
積み上げてきた未指定の文化財・資料を徹底し
て調査し、写真撮影、編集し公開するという方
法論でもできなかった東日本大震災の経験から、
歴史資料保全ネットワークは次の２点について
指摘している。
一つは古文書、民俗資料などをすべて流出し
たが、写真撮影しておいたデータだけは残って
いるということ。
一つはデータベースを分散して保管していた
にもかかわらず、地震の被害が広範囲でデータ
自体を流出してしまったことである。（文化財
修復学会［２０１２：３２］）
この２つの相反する指摘のうえに歴史資料保
全ネットワークが提唱するのは、データベース
化し、そのデータを日本国内を縦断するような
場所に配置することであり、日本国内のみなら
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ず海外へのデータベースの配置も検討すべきで
あるということである。つまり、北海道と沖縄、
東北と九州というように広範囲の保管場所を常
に確保し、相互の協力関係を培っておくことで
ある。例えば、長崎県内の入館者が少ない地方
の民俗資料館、公民館、民俗博物館などに被災
した文化財を保管する協力をするプログラムを
作り上げるというようなことであろう。データ
ベースの配置館としての協力体制を整えること
でもある。これを全国規模に広めていけば、未
指定文化財、古文書、資料などを散逸せずにデー
タベースとして末来へ残していけると考えるの
である。
しかしながら、この作業も作業を行う側が地
元の協力と、住民の文化財に対する意思を尊重
し、文化財を残す意識を向上させることが東日
本大震災から得た貴重な経験を次世代につなげ
る道を考えていくことが重要であろう。
歴史資料保全ネットワークの人々は、自分た
ちが経験した被災と被災文化財のレスキュー経
験を伝えていきたいと提言しているので、東日
本大震災の被災を免れた様々な団体、組織、個
人はこれらを有効に活用できる方法論を求めら
れているのである。
文化財ドクター事業について
東日本大震災で被災した文化財について、文
化庁は文化財ドクター派遣事業を開始した。文
化庁は、今回の地震が被災文化財の数が多く、
広範囲にわたり全体の把握が困難であり、これ
を早く行わなければならないため、建築修復学
会、日本建築家協会、建築関係 NPO 法人など
と直接協力して現地への技術者・専門家を派遣
する事業を始めたのであった９）。文化財ドクター
とはこれまで聞きなれない言葉であるが、文化
財についてあまり知らない一般人でも文化財ド
クターは、文化財を早期に診断し、処置し、回
復を助けると考えればわかりやすく、小さな子
どもたちにもその意味を広げていけるにちがい
ない。また、防災の意味でも様々な地域に文化
財ドクター認証を広げていく活動を定着させれ
ば、今後の広範囲の防災につなげられるのでは
ないかと考える。
もちろん、今回の震災では、国宝や重要文化
財については把握している文化庁でさえ、被災
した文化財の多さ、登録文化財の多さ等、全体
の把握の困難を露呈したものであって、このよ
うな機会に協力体制を整えることは将来にとっ
て有効である。今回の文化財ドクター派遣事業
では、その協力体制は建築修復学会、建築家協
会など建築・建造物に特化した協力体制であっ
たが、東日本大震災から学べたことは、建築家
協会や協力体制に所属する人々の命をもふくめ
てねこそぎ失ったことであった。
したがって、今回の協力体制を個人の建築家
や土木関係者、大工をふくめた建築組合などが
参加でき、アドバイスできる広い裾野を作り上
げていく努力をすることが必要だろう。東日本
大震災の被災文化財のレスキューは阪神・淡路
大震災の経験が蓄積されている。それでも想像
以上の被災文化財が現出した。これまでの経験
の蓄積からレスキューされたものも多いが、そ
れ以上に全体像がまだつかめていない。また、
埋蔵文化財などの被災状況が今後どのように変
化するのか、放射能の影響が文化財にどのよう
な形で現れるのか未知数である。したがって、
東日本大震災の経験をいかすなら、より多くの
人々が参加するドクター体制が必要だと考える。
また、東日本大震災のような場合、緊急体制
として消防署や警察との連携をとっておくこと
も必要であろう。消防署員や地域に密着してい
る警察との文化財についての理解のためのセミ
ナーの定期的な開催や、相互理解の確認、役割
分担と相互協力の確認などを緊急時にそなえて、
日常的に横の連携をつくりだす努力も必要になっ
てきているのではないだろうか。もちろん、東
日本大震災での消防署員、警察官の被災地で果
たした役割は大きい。その上、警察や消防は人
命救助が第一であろう。しかし、どんな形であ
ろうと現場での情報の提供をうけられるような
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体制がつくれれば人命の救出とともに文化財ド
クターが役割を果たす場合に有効である。
また、文化財ドクター事業は大学との連携も
考えるべきである。大学の教員および専門事務
職員をドクターとして役割を果たす方法を考え
ることである。東日本大震災のボランティアは
阪神・淡路大震災の経験から社会福祉協議会な
ど福祉関係を主な窓口として機能した。ボラン
ティアの種類と役割は様々であり、その窓口と
しての社会福祉協議会などの役割は重要であっ
た。しかし、大学の教員および専門事務職員は
建築の専門家でなくても、科学・化学、教育、
学芸員、図書館司書、薬剤の専門、健康など様々
な知識をもっている。文化財ドクターとは、役
割が違うようにみえるが、今回の歴史資料保全
ネットワークの活躍でわかるように、被災した
文化財について、データの作成や助言など必ず
できる分野がある。これを活用する方法を考え
て、今後の東日本大震災のような緊急時に備え
ておく必要がある。
ブルーシールド
ブルーシールドとは「A Blue Shield for the 
Protection of Our Endangered Cultural 
Heritage」危機的状況にある文化遺産の保護の
ための国際的活動のことである。International 
Committee of the Blue Shield （以下 ICBS と
する）国際ブルーシールド国際委員会は文化財
保護に関する国際的非政府組織、国際文書館評
議会（International Council on Archives＝以
下 ICA とする）、国際博物館会議（International 
Council of Museum＝以下 ICOM とする）、記
念物及び遺跡に関する国際会議（International 
Council of Monuments and Sites＝以下 ICOMOS 
とする）、国際図書館委員会（International 
Federation of Library Associations and 
Institutions＝以下 IFLA とする）が設立し、
文化財の保護、武力紛争での文化財保護をも提
起する国際組織である。
ブルーシールドは青い盾のデザインをシンボ
ルとして、武力紛争下での人道援助で活躍する
赤十字のシンボルと同じ意味を含めている。
このブルーシールドを特殊表象としてハーグ
条約の第１６条には、ブルーシールドの色、形、
使用個数による意味の違いを明文化している。
先端が下方に向き、青色と白色とで斜め十字
に四分されている盾で、一角がその盾の先端を
形成する紺青色の正方形、当該正方形の上方に
位置する紺青色の三角形および当該三角形の両
側をしめる白色の三角形からなる形をしている
ものとする。
また、このブルーシールドを１個で使用する
場合、３個で使用する場合の意味について条約
１７条で次のように規定している。
　ブルーシールド３個の場合
特別保護の下にある不動産の文化財
特別の保護における輸送、緊急の場合におけ
る輸送条件で行われる文化財の輸送
この条約の施行規則に定める条件に従って設
置される臨時の非難施設
　ブルーシールド１個の場合
特別の保護の下におかれていない文化財
この条約の施行規則に従って管理の任務につ
いて責任を有する者
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Blue
ブルーシールド
（長崎国際大学図書館協力作成）
文化財の保護に従事する要員
この条約の施行規則に定める身分証明書（第
２１条要員の識別）
日本は平成１９年（２００７年）ハーグ条約「武力
紛争の際の文化財の保護に関する条約」国会承
認された。このブルーシールドと表示方法につ
いては「武力紛争の際の文化財の保護に関する
条約」の「武力紛争の際の文化財の保護に関す
る条約の施行規定」の中、第四章第２０条で次の
ように規定されている。
「特殊紋章の配置及び特殊紋章視認性の程度
は、締約国の権限のある当局の裁量にゆだねら
れる。特殊紋章は、旗または腕章に表示するこ
とができ、また、物件上に描き、または他の適
切な形態で表示することができる」
表示する方法は、昼間上空や地上から明確に
見えるよう、車両に配置することや、特別に保
護されている記念工作物が集中する場所にはそ
の場所がわかるように特殊紋章を配置する。特
別に保護されている文化財は、その入り口に配
置することなど細かく施行規定がきめられてい
る。つまり、特殊紋章であるブルーシールドが
可視化できること、可視化できるように配置す
ることを要望し、車両の移動中も上空からも見
えるような形態を用いてブルーシールドを示す
ことを締約国に要求しているのである。
一方１７条で規定している文化財管理官は、ブ
ルーシールドの腕章を身につけることがきめら
れている。腕章は、文化財の保護に従事する身
分証明書であり、締約国は、これを自国の認証
用に作成する必要がある。腕章と身分証明書を
所有する人物はこの腕章と身分証明書を奪われ
ることはないことを保障している。
この点は前述した阪神・淡路大震災時に三輪
たちが提唱し拡大したレスキュー作業で、黄色
い腕章を巻いていた意味と同義である。ブルー
シールドについての国会承認は２００７年であるが、
その以前から日本の被災文化財に対する救済・
救出はすでにブルーシールドの意向を共有する
考えを持ち行動していたことになる。
ハーグ条約とハーグ条約第二議定書
第一次、第二次世界大戦において世界の多く
の国々において貴重な文化財、歴史的都市など
破壊された。１９５４年オランダハーグにおいて外
交会議が招集され、「武力紛争の際の文化財の
保護に関する条約」（ハーグ条約）が採択され
た。
ハーグ条約は、まず世界大戦での各国、国民、
民族が有している文化財が損壊・損傷すること
は全人類の文化遺産の損壊・損傷であることを
確認した。これは、１９７２年に採択された世界遺
産条約の前文の認識とも共通する。また、日本
の文化財保護法、総則第一条、文化財を保存し
活用をはかることは、国民の文化の向上と世界
文化の向上に貢献するという理念と共通である。
ハーグ条約では、条約に基づく保護は国際的国
内的に平時から準備することが必要であり、そ
のための協定としたのであった。
ハーグ条約では、まず第３条にて平時におけ
る文化財を紛争・紛争の予見があった場合も保
全する努力をすること。また、第４条では、締
約国は文化財、文化財を有する設備を紛争の際
に破壊、損傷の危険にさらすおそれがある目的
のために利用することを差し控えること。当該
文化財に対して敵対行為をしないこと、文化財
を尊重することを規定している。（第４条）
また、締約国は文化財を盗取し、略奪、横領
すること、いかなる行為による文化財を損壊す
ることも禁止、防止し、必要な場合は停止させ
ることを約束することを規定している。（第４
条）
一方、武力紛争などで特別保護が必要で非難
場所に非難する場合、次の条件を満たすよう要
求している。
大規模な工業の中心地または攻撃をうけやす
い地点となっている重要な軍事目標（放送局、
飛行場、国家の防衛上の業務に使用される施設、
比較的重要な港湾または鉄道停車場、幹線道路）
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から十分に距離をおいて所在すること。また、
軍事目的のために利用されていないことである。
（第４条）
つまり１９５４年のハーグ条約「武力紛争の際の
文化財の保護に関する条約」は、相次いだ世界
大戦で文化財が破壊された経験から紛争・戦争
が勃発する予見がある場合これに対して平時で
の文化財保護の準備をすることが主たる目的で
あった。そのために文化財の規定、保管場所、
展示場所としての図書館・博物館の規定、そし
て文化財を尊重すること、尊重の意味を明文化
した。その上で紛争が予見される場合の文化財
の保管場所についての条件を明記した。このハー
グ条約のなかで、特殊標象としてのブルーシー
ルドを規定しその活用を始めたのであった。
ハーグ条約第二議定書
１９５４年のハーグ条約は、期待していたほど正
式に批准した国は少なかった。その上国連の常
任理事国であるアメリカ、イギリス、中国は条
約に批准していなかった。
その後、世界は様々な国で民族紛争、武力紛
争、ゲリラ戦、クロアチアのドブロブニク世界
遺産都市、サラエボ・モスタル歴史都市の爆撃
などが現出した。なぜ１９５４年のハーグ条約が実
効的ではないのか、多くの関係者が再検討をせ
ざるをえない状況であった。この後外交会議が
招集され１９９９年の「武力紛争の際の文化財の保
護に関する条約（ハーグ条約）の追加議定書」
（以下第二議定書）が採択されるにいたった。
日本はいずれも２００７年５月２５日に国会にて承認
された。
第二議定書は、１９５４年ハーグ条約の意義の確
認を行うとともにより強化した部分を盛り込み、
ブルーシールドの活動の役割も明確にしている。
第三章の強化された保護の文言を設け、条件
を満たす場合強化された保護のもとに置くとし、
強化された保護の下に置く文化財とは以下のも
のである。（第１０条）
人類にとって最も重要な文化財である。
文化上、歴史上の特別の価値を認め、最も高
い水準の保護を確保する適当な立法上、行政上
の国内措置により当該文化財が保護されている
こと。
当該文化財が軍事目的でまたは軍事施設を掩
護するために利用されておらず、当該文化財を
管理する締約国がそのような利用を行わないこ
とを確認する旨の宣言を行っていること。（第
１０条）
「強化された保護」については日本の文化財
保護法ではすでに法律で保護されている条件に
該当する。
第二議定書では締約国会議の任務を明確化し、
武力紛争の際の文化財の保護に関する委員会を
明記し、委員会は毎年一回通常会議を開くこと、
必要がある場合は臨時会議を行うことなど、組
織と権限、役割を明確化した。また、委員会は
ブルーシールド国際委員会を顧問の資格で委員
会の会合に招請することができるようになった。
（第２７条）
これによって第二議定書ではブルーシールド
の役割を認め、今後の委員会での位置付けと活
動への期待が大きくなったということでもある。
１９５４年のハーグ条約から第二議定書にいたるま
で世界の紛争の形態が変化し、テロ、ゲリラ、
民族紛争などより複雑な内紛が勃発し、文化財
保護についての認識も変化させる必要があった。
こうして１９５４年のハーグ条約に基づくものの、
より強化し、組織的な役割の明確化や権限、非
政府組織との連携など、多くの変更点が追加さ
れ協議され採択されるにいたった。
東日本大震災とハーグ条約、ブルーシールド
東日本大震災とハーグ条約、ブルーシールド
を考える重要な視点は、文化財の尊重というこ
とである。東日本大震災で被災した文化財を救
済する場合も、様々な紛争下での文化財に対す
る国際的規定も、ある地域の人々が先祖代々か
ら受け継いできた文化財は、その地域のみなら
ず人類共通の文化財として存在するという認識
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である。したがって、紛争から、被災から文化
財を救済するのは人類の役割であると考えてい
る。
第一次と第二次世界大戦の世界の文化財、地
域、文化の破壊からハーグ条約が採択された。
その後、世界は様々な紛争や内紛、テロなどよ
り複雑な戦闘に対処しなければならない時代を
経た。ハーグ条約、第二議定書、世界遺産条約
も動産・不動産の救済・救出をその時代と枠組
みのなかで保護保存することを目的としてきた。
これは、大災害、環境悪化による被害、地震、
大火、大洪水などでの文化財の救済を含むもの
である。
東日本大震災による文化財の一瞬にしての流
出は未曾有のものであった。その実態と全体像
はまだ解明途中である。東日本大震災の被災文
化財の救済は、日本の文化財保護法で国、地方
公共団体によって指定されている文化財はほぼ
どの文化財が損壊、流出してしまったのか、登
録されている記録から実態がわかり、すでに修
復の過程にある文化財もある。これは日本の文
化財救済についての制度的高さを証明するもの
であろう。
東日本大震災では未指定の文化財の多くが損
壊、損傷、流出した。しかし、地域に根ざした
文化財関係団体、法人、例えば文化財修復学会、
宮城歴史資料保全ネットワークなどにより多く
の文化財が救出された。その上で一時避難し、
修復を待っている文化財も多い。これは震災で
の被災文化財の救出として評価されるべき貴重
な活動である。東日本大震災、特に津波の被害
はメディア、ネットをとおして世界中の人々に
大きなショックを与えた。一方では世界中から
の支援と援助を得た。これほど大きな地震と津
波の被害からの被災文化財の救済活動、救済事
業は世界でも始めての経験である。したがって、
これらの経験を時間がかかろうが世界中の人々、
組織、文化財関係者へ報告をし、後世のために
貢献できる方法を確立すべきである。それはハー
グ条約の前文で述べているように日常的な準備、
平時の準備に多大な貢献をすることであり、こ
れを生かした被災文化財の救出につながるので
ある。
お わ り に
２０１１年１２月に大韓民国・ソウルにおいて第一
回ブルーシールド国際会議が開催された。そこ
では、日本の東日本大震災の経験などが報告さ
れたが、動産・不動産・無形の文化財について
の様々な危機的状況からの救済について「The 
Seoul Declaration on the Protection of 
Cultural Heritage in Emergency Situation」
ソウル宣言としてとりまとめられた。
１９５４年のハーグ条約「武力紛争の際の文化財
の保護に関する条約」、１９９９年のハーグ条約第
二議定書の２００７年国会での承認を受け、国内で
もブルーシールドの普及や活動の意義が理解さ
れるようになり始めた。１９５４年のハーグ条約に
対して１９９９年の第二議定書批准国は増加した。
これは、紛争の形態が変化したことによる内戦
での歴史都市、文化財の破壊があり、環境問題
の拡大は自然災害を誘発したこと、大洪水、大
火、地震など一瞬にして大災害を引き起こす時
代となったことなどが、条約の見直し、明確化、
強化がもりこまれる理由であった。日本は２００７
年に１９５４年ハーグ条約および第二議定書を国会
承認している。これにもとづいた運用が行われ
ている。
東日本大震災で被災した文化財は現在のとこ
ろ７４４件と発表されている。これは国指定およ
び選定、県指定の登録されている文化財の被災
物件数であり、未指定の文化財を含めると全体
像がわからない。また、東京電力福島第一原子
力発電所事故による立ち入り制限されている地
域の実態は現在未知数であり、放射能の影響も
今後の課題である。
東日本大震災で被災した文化財は文化財レス
キュー事業として展開され多くの文化財は全国
に一時避難しており、修復が始まっている。被
災地に入っていち早く文化財レスキューを実施
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した団体、組織、民間、個人が多くいる。これ
は、１９９５年の阪神・淡路大震災の被災文化財の
レスキューの経験が生かされている。阪神・淡
路大震災の経験がある文化財修復学会やこれま
での地震による被災文化財のレスキュー活動を
行ってきた宮城歴史資料保全ネットワークなど
の活動からの提言は示唆に富む。例えば、より
多くの未指定の文化財の調査をし、データ化し、
公開する。データ化された資料と情報はできる
限り広範囲の機関で共有する必要性の提起であ
る。特に東日本大震災では、保管場所にできる
機関さえ破壊される未曾有の災害に遭遇したか
らである。
文化財ドクター事業は現在文化財に関係する
建築修復学会、建築家協会などであるが、文化
財ドクター制度として建築以外の分野の専門家、
大学機関などとの連携を作ることを提言したい。
一方、消防署、警察との連携、緊急時に備えた
情報の共有、文化財所在についての共通認識な
どを作り上げることも提言したい。
いずれにしろ災害に備えた平時の文化財保存
の方法論の確立をすること、および情報の共有、
指定・未指定の文化財の調査を積み重ねていく
ことが大切である。東日本大震災の被災文化財
救出および救済についてすべての報告、問題点
の公開なども必要である。
阪神・淡路大震災から東日本大震災にいたる
まで、被災文化財レスキューは経験による対応
方法を積み重ねてきた。これらの経験は、ハー
グ条約およびブルーシールドの提唱する文化財
の尊重と救出保存、平時の災害時の保存のため
の準備と共通するものである。この点だけでも
東日本大震災での被災文化財の救出経験は世界
の緊急時の文化財保存の事例として活かさなけ
ればならないと考える。
注
１）『月刊文化財』４/平成２４年１０頁．
　　その他東京文化財研究所及び文化庁のホームペー
ジでも東日本大震災に関する報告が公開されてい
る。
２）ibid ３６頁。
３）ibid ５８頁。
４）ibid ４８頁。
５）ibid ４６頁。
６）ibid １１頁。
７）その他の協力団体については東京文化財研究所
ホームページにて公開している。
８）福祉系経営者協議会、日本社会福祉系学会連合、
ソーシャルケアサービス従事者研究協議会主催、
「３・１１東日本大震災に学び、復興支援を考える
集い」―災害とソーシャルケア　被災者の目線か
ら支援の方法を考える―での討議内容より。
９）『月刊文化財』４/平成２４年５３頁。
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